
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 対象となる機器 

※ 山口県内（又は下関市内）の事業場で保管、使用するものに限ります。 

１ 銘板がないトランス等電気機器（メーカー、型式が不明） 

２ 製造メーカーから「ＰＣＢ含有無し」の確認が得られないトランス等電気機器 

３ ＰＣＢ濃度の把握が必要であると認められる廃電気機器及び使用中電気機器 

 

○ 補助金交付までの流れ 

【申請者】         提出      【山口県・下関市】 

①事前審査申請書              ②申請書の受付、審査 

 

 

④ＰＣＢ濃度分析の実施               ③承認の通知 

 

提出 

⑤交付申請・実績報告             ⑥交付決定・額の確定 

 

                                        提出 

⑦請求書                 ⑧補助金の支払い 

     ※「③承認の通知」後、補助金額の増額を要する変更を行う場合、「④ＰＣＢ濃 

度分析の実施」前に変更承認申請書を提出し、承認を受ける必要があります。 

ＰＣＢの含有が不明な電気機器等の分析費用の一部を補助します！ 

山口県及び下関市は、ＰＣＢ含有機器の早期処理の推進を図るため、ＰＣＢの含有が不明な

電気機器等について、中小企業者等（裏面「補助対象となる事業者」参照）がＰＣＢ濃度分析

を行う場合、その経費に対して補助する制度を設けています。（環境省の低濃度ポリ塩化ビフェ

ニル助成金の分析費用助成と本補助金は、併用できません。） 

〇 補助対象経費 

   ＰＣＢの含有が不明なトランス、コンデンサ等の電気機器の 

分析に係る委託費（試料の採取及び運搬に要する費用を含む。） 

〇 補助金額 

    次のどちらか低い額を予算の範囲内で補助します。 

    ① 分析した電気機器等の台数に１万５千円を乗じて得た額 

    ② 補助対象経費の実支出額（消費税及び地方消費税に相当する額を 

      除きます。）に１／２を乗じて得た額（千円未満切捨て） 

 

 
 

       

〇 募集期間 

   令和７年４月１日（火）～令和８年１月３０日（金）  

※ 予算枠に達した時点で「募集終了」となりますので、御注意ください。 

トランス 

コンデンサ 

※上記図の出典： 

PCB 収集・運搬

ガイドライン
（環境省） 



○ 補助対象となる事業者 

※ 補助対象者かどうか不明な場合は、事前にお問い合わせください。 

 
〇 申請窓口  ※事業場の所在地を管轄する健康福祉センターが申請窓口となります。 

県・市 名称 所在地 電話番号 

山口県 岩国健康福祉センター（廃棄物・環境指導班） 〒740-0016 岩国市三笠町一丁目 1-1 0827-29-1524 

柳井健康福祉センター（環境薬事班） 〒742-0031 柳井市南町 3丁目 9-3 0820-22-3631 

周南健康福祉センター（廃棄物・環境指導班） 〒745-0004 周南市毛利町二丁目 38 0834-33-6429 

山口健康福祉センター（廃棄物・環境指導班） 〒753-8588 山口市吉敷下東三丁目 1-1 083-934-2536 

宇部健康福祉センター（廃棄物対策班） 〒755-0033 宇部市琴芝町 1丁目 1-50 0836-39-9865 

長門健康福祉センター（環境薬事班） 〒759-4101 長門市東深川 1344-1 0837-22-2811 

萩健康福祉センター（環境薬事班） 〒758-0041 萩市江向河添沖田 531-1 0838-25-2666 

下関市 環境部 廃棄物対策課（廃棄物指導係） 〒751-0847 下関市古屋町一丁目 18-1 083-252-7152 

詳細は、 

【山口県庁】                【下関市役所】  

区     分 要     件 

１ 
会社法
法人 

①製造業 
次のいずれかの基準を満たすこと。 
(ｱ) 資本金又は出資の総額が３億円以下 
(ｲ) 常時使用する従業員の数が３００人以下 

②卸売業 
次のいずれかの基準を満たすこと。 
(ｱ) 資本金又は出資の総額が１億円以下 
(ｲ) 常時使用する従業員の数が１００人以下 

③ゴム製造業 
次のいずれかの基準を満たすこと。 
(ｱ) 資本金又は出資の総額が３億円以下 
(ｲ) 常時使用する従業員の数が９００人以下 

④旅館業 
次のいずれかの基準を満たすこと。 
(ｱ) 資本金又は出資の総額が５千万円以下 
(ｲ) 常時使用する従業員の数が２００人以下 

⑤小売業 

次のいずれかの基準を満たすこと。 
(ｱ) 資本金又は出資の総額が５千万円以下 
(ｲ) 常時使用する従業員の数が５０人以下 

⑥サービス業 
次のいずれかの基準を満たすこと。 
(ｱ) 資本金又は出資の総額が５千万円以下 
(ｲ) 常時使用する従業員の数が１００人以下 

⑦その他の業種 
次のいずれかの基準を満たすこと。 
(ｱ) 資本金又は出資の総額が３億円以下 
(ｲ) 常時使用する従業員の数が３００人以下 

⑧ ①から⑦ま
での業種につ
いて共通して
満たす必要の
ある要件 

次のいずれの基準にも該当しない者であること。 
(ｱ) 業種区分ごとの要件を満たす会社法法人以外の会社法法人（以下「大企業者」
という。)の所有に係る株式の数の発行済株式の総数に対する割合又は大企業者の
出資の金額の出資の総額に対する割合が１／２以上であること。 

(ｲ) (ｱ)に掲げる基準を満たす者との間に完全支配関係(法人税法(昭和４０年法律
第３４号)に規定する完全支配関係をいう。以下同じ。)があること。 

(ｳ) 大企業者との間に完全支配関係があること。 

２ 個人 １の①から⑦までの業種の区分に応じ、それぞれ(ｲ)に掲げる基準を満たすこと。 

３ 
学校法人、宗教法人、医療
法人及び社会福祉法人 

常時使用する従業員の数が１００人以下であること。 

４ 中小企業団体等 

次のいずれかに該当する団体であること。 
(1) 中小企業団体の組織に関する法律に規定する中小企業団体（事業協同組合、事
業協同小組合、火災共済協同組合、信用協同組合、協同組合連合会、企業組合、協
業組合、商工組合及び商工組合連合会） 

(2) 特別の法律により設立された組合又はその連合会であって、その直接又は間接
の構成員の２/３以上が１又は２の区分の要件を満たすもの（農業協同組合、漁業
協同組合） 

 


